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第５ 章 計画の推進に向けて 

 

１ ≪実行性の確保策１≫ 「共有・共感」の環境づくり 

２ ≪実行性の確保策２≫ 庁内各組織の責任の明確化  

 

 

 

 

 

 

 

 

章番号  概要  

第１章  

（現状と課題及び解決策） 

第２期計画期間における実績を踏まえた現状と今後の

課題及び解決策を整理する。 

第２章  

（目的、目標、基本方針） 

本計画の目的、目標及び基本方針を整理するとともに、 

計画期間と対象施設を示す。 

第３章  

（事業計画立案の考え方） 

事業計画立案の方針に基づく、公共建築物の竣工から  

再整備までの基本的な改修等の考え方を示す。  

第４章  

（事業計画） 

具体的な各施設の事業計画（ロードマップ）を示す。  

第５章  

（実行性の確保策） 

本計画の実行性を確保するために求められることや、  

今後取り組んでいく内容について示す。 
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第５章 計画の推進に向けて 

 

公共建築物の老朽化対策として、既存施設の建替えや改修、複合化や機能停止によ

る施設の統廃合などを実施する際には、現在稼働している施設の利用制限が生じること

があり、利用者である市民の理解を得ることは必要不可欠です。 

更に、市民ニーズの変化や開発による「まちの姿」の変化などの市だけでは決めること

ができない要素もあり、これらの変化が生じた場合には柔軟に計画を見直さなければな

りません。 

このことから、「公共施設等の再生」は市と市民が協力して実現していくものであり、

本市では、平成２６（２０１４）年６月に制定した「習志野市公共施設等再生基本条例」

の中で市と市民の責務について以下の様に規定しています。 

【習志野市公共施設等再生基本条例（一部用語の補足説明を加筆して抜粋）】  

 

市の責務について 

・市は、公共施設等再生事業（公共施設等の建替え、統廃合、長寿命化及び 

老朽化対策改修の計画的な取組をいう。以下同じ。）を推進するに当たっては、 

市民の理解と協力を求めるとともに、公共施設等に関する情報をわかりやすく 

周知するものとする。（第４条第４項） 

・市は、公共施設等再生事業を推進するに当たっては、公共施設等の再生に関する 

理解を深めることを通じて公共の福祉の増進に寄与し、効率的な再生事業に  

積極的に参画及び協力するよう、関係団体及び事業者に対して求めるものとする。  

（第４条第５項） 

市民の責務について 

・市民は、次世代の負担を軽減するため、公共施設等の再生並びに管理運営及び 

維持保全に必要となる現在及び将来の財政負担に関する理解を深め、より良い  

資産を次世代に引き継ぐよう努めるものとする。（第５条第１項）  

 

本章では、特に市の責務について明確にしており、これを実現していくことで、ひいては

市民の責務を果たせるようにし、本計画の実行性を確保できるようにしていきます。   
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５.１ ≪実行性の確保策１≫ 「共有・共感」の環境づくり 

第１章でも触れたとおり、公共施設を建設した当時と比べて社会環境や財政状況が

大きく変化している現状の中で、本計画の目的を達成するためには、建設した当時と同

等に改修していくことは困難です。 

そのため、市だけではなく施設を実際に利用する市民と協力してよりよいものを考えて

いく必要があります。そのためには、「市の現状についての情報共有」と「市のあり方につ

いての共感」が必要不可欠です。また、「共有」についても、「感情の共有」なのか「情報

の共有」なのかによってアプローチは異なります。  

これは、事業実施段階だけでなく、計画を見直す段階でも必要な要素であることから、

この取り組みは常日頃から行われていなければ意味がありません。  

そのため、「共感」のために「共有」が必要な情報は何で、どの様になればよいのかと

いうことを整理します。 

（１） 「共感」とは 

本計画において「共感」を以下の様に定義します。 

【「共感」の定義】 

他者の意見や感情などについて、自分のこととして理解すること 

 

ポイント 

・「自分のこととして理解する」ということは、自らの意見とは異なるものも含む。 

→ 「まちの姿」や施設の今後のあり方などについては、様々な考え方があり、 

それらの意見を認識するということも「共感」の重要な要素となる。 

・「共感できない」理由や背景は人によって異なるが、「情報や感情の共有」が 

足りていないことが要因として考えられる。 

 

次頁以降で、この「共感」のために必要なことについて触れていきます。  

 

  



第５章 計画の推進に向けて 

90 

（２） 「共感」のための「共有」 

「共感できない」場合、以下の様に理由や背景は人によって異なりますが、それらの要

因としては「情報や感情の共有が足りていない」ことが共通していると考えられます。  

このことから、「共感」につながる状態にしていくため「情報や感情の共有」ができる環

境を整えていくことが必要です（図表５－１参照）。 

「共感できない」理由や背景の例  考えられる要因  

理由  ： 特定の人（組織）の情報が 

信用できない 

背景  ： 信頼関係が構築されていない 

・コミュニケーションの不足により、 

信頼関係が構築されないことや、 

思い込み／勘違いが生じる。 

・伝える情報の要素や手段が不足  

していることで、適切な情報が伝わらず

思い込み／勘違いが生じたり、 

実感・興味が持てなくなる。 

理由  ： 思い込み／勘違い 

背景  ： 正しい情報が伝わっていない 

（信頼関係が構築されていない） 

理由  ： 実感・興味が持てない 

背景  ： 自身が置かれている環境とは 

かけ離れた話  

 

 
 

図表５－１ 「共感」ができていない状態と「共感」につながる状態  

  

【「共感」のための方法】 

・「情報や感情」を適切に「共有」できる環境を整える 
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（３） 「共有」するための要素と手段  

「共感」のための「共有」に関するポイントを以下の様に整理しました。 

 

上記のポイントに基づき、要素や手段に求められることを挙げると図表５-１の様にな

ります。 

図表５-１ 「共有」のための要素・手段に求められること 

  

【「共感」のための「共有」に関するポイント】 

・本計画の目的を達成するため、市と市民が「共感」しながら適切な公共建築

物の老朽化対策を実行するため、常日頃から「感情や情報」を「共有」できる

ようにするための要素や手段を充実させる。 

・、 
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（４） 具体的な取り組み 

「共感」のための「共有」に必要な要素・手段を実現するための取り組みは以下のと

おりです。 

① 要素の強化  

本市の状況に関する情報の拡充  

・各施設の劣化状況を共有するため、施設カルテなどに劣化が進行している  

箇所の写真、改修履歴などを添えて各公共建築物の情報の拡充を図ります。  

本市以外の状況に関する情報の拡充  

・「公共施設等の再生」に関わる国の法改正や、他の地方自治体における事例、  

社会環境の変化などの動向に関する情報を随時発信します。  

例）・法改正の内容の紹介と再生計画に与える影響  

     ・他の地方自治体の取り組み事例の紹介と本市が採用した場合の効果  

 

② 手段の強化  

市の広報媒体の強化  

・市民意識調査などの結果から、情報の共有が図れていない市民の属性と、  

その要因を把握し、既存の広報媒体の更なる活用や新たな広報媒体を  

取り入れます。 

例）・再生計画の進捗とその要因に関する定期的な広報誌への掲載  

・再生計画の考え方、進捗状況などを開設した動画の定期的な配信  

場の強化  

・「まちづくり出前講座」などの市民からの要望があった際に随時開催する場に  

加え、市が主体的かつ定期的に情報を共有できる場を設けます。  

・また、その様な場を設けている旨について、市の広報媒体などを活用して周知  

します。 

例）・まちづくり会議において再生計画の進捗と要因を定期的に報告  

     ・職員、市民を対象とした研修、ワークショップの定期的な開催（動画配信含む）  
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５.２ ≪実行性の確保策２≫ 庁内各組織の責任の明確化  

市と市民の「感情や情報」の共有・共感だけではなく、公共建築物の老朽化対策には

円滑な事業の実施や計画の見直しを実現するためには、庁内の各組織が自らの責任を

しっかり意識し、先を見据えて行動していかなければなりません。  

そのため、各施設を所管する課（以降「各施設所管課」と言います。）※に加え、本計

画を所管している資産管理課、公共建築物の改修を総括する施設再生課及び当該２

課を総括する資産管理室の責任について明確にし、いつまでに何をどの様に実行してい

くのか、ということを具体的に定める必要があります。  

 

※ 本計画において「各施設所管課」とは、「習志野市行政組織規則」及び「習志野

市教育委員会行政組織規則」などにより、事務分掌として施設の建築、維持管

理及び運営等に関することを定められている課（同規則において出先機関を所管

することを定められている課も含む）とします。  

例．市庁舎    ・施設所管課  ： 契約検査課  

・事務分掌    ： 庁舎及び庁舎附帯施設の管理及び保全に関すること。  

学校施設  ・施設所管課  ： 教育総務課  

・事務分掌    ： 学校施設の建設及び維持管理に関すること。  
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（１） 各組織の「責任」 

① 各施設所管課の責任  

「公共施設等の再生」の取り組みを行う上では、各施設所管課は単に「現存する施

設を維持管理する」だけではなく、「各課が提供すべきサービスを実現できる施設とな

る様に老朽化対策を実施していく」ということを意識しなければいけません。  

このことから、各施設所管課が果たすべき責任は以下のようになります。 

  

  

【各施設所管課が果たすべき責任】 

提供するサービスを実現できる施設となる様に老朽化対策を行う 

事業実施段階  

・市民ニーズや社会環境の変化などを踏まえたサービスの提供を実現するた

めに必要な事業を実施する。 

計画の見直し段階  

・所管する施設の今後のあり方を考慮し、計画の見直しの必要性を検討。  

随時  

・「あり方検討」実施時期に関わらず、所管する施設の今後のあり方を  

検討するための「情報・感情」の共有・共感の取り組みを実施する。  
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② 資産管理室の責任  

本市における資産管理室の事務分掌のうち「公共施設等の再生」に関わるものを

以下に示しておりますが、資産管理室は本市における「公共施設等の再生」の取り組

みを主導的に進めていく立場であることが明記されています。 

  

 

このことから、資産管理室及び資産管理室に所属する資産管理課並びに施設再

生課が果たすべき具体的な責任は次頁のようになります。  

 

  

【資産管理室、資産管理課、施設再生課の事務分掌】 

（「公共施設等の再生」に関するもののみ抜粋） 

資産管理室  

施設の建築と保全に当たっての総合調整を図るため、資産管理課及び施

設再生課を統括する。 

資産管理課  

・公共施設の再生に係る計画に関すること。  

・公共施設の状況調査に関すること。 

施設再生課  

・公共建築物の保全の総括に関すること。 

・公共建築物の建築工事の設計及び監理に関すること。  

・公共建築物の建築設備工事の設計及び監理に関すること。 

・公共建築物の維持修繕に関すること。 

・公共建築物の定期点検等に関すること。 

・公共建築物の工事に係る予算の事前調整に関すること。 
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【資産管理室全体としての責任】 

公共建築物の老朽化対策を主導的に進めていく 

（資産管理課の責任） 

事業実施段階  

・施設所管課が実施する事業について、施設の現状、財政状況、社会環境

の変化などの本市をとりまく状況を考慮し、本計画への影響を検証。 

・必要に応じて、事業手法や実施時期について、各施設所管課及び 

施設再生課との調整やアドバイスなどを行う。  

計画の見直し段階  

・必要な計画の見直しを実施するため、各施設所管課とヒアリングを実施。 

・ヒアリング結果、見直し時期における本市をとりまく状況や今後の各施設の

あり方等を考慮し、必要に応じて各施設所管課及び施設再生課と調整の

上、計画の見直しを実施する。 

随時  

・国や他の地方自治体、その他の団体等の動向の把握や事例研究をし、  

庁内外へ情報共有を図る。 

・再生計画の進捗管理を行い、庁内外へ情報共有を図る。 

・事業手法などに関する施設所管課からの相談に対するアドバイスの実施。 

 

（施設再生課の責任） 

事業実施段階  

・施設所管課が実施する事業手法の調整  

・施設所管課及び事業委託先業者間の調整  

計画の見直し段階  

・施設所管課及び資産管理課と調整の上、必要な計画の見直しを実施。 

随時  

・突発的に生じた施設の不具合について、施設所管課と調整し修繕を実施。 

・各施設の状況を把握するため、法定点検の実施や技術職員による老朽化  

診断等を適宜実施。 
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（２） 具体的な取り組み 

各施設所管課及び資産管理室におけるそれぞれの責任を果たすため、以下の取り

組みを実施します。 

① 各施設所管課の取り組み 

施設のあり方に関する検討  

・「あり方検討」を実施する時期に関わらず、日頃から施設利用者のニーズの  

把握や、所管する施設が提供するサービスのあり方について民間移譲や  

民間活力の導入などを含めた事例研究を行い検討する。  

市民との「共有・共感の環境づくり」の取り組み 

・所管する施設における「共有・共感の環境づくり」の取り組みを実施する。  

資産管理室との情報共有  

・各施設所管課における取り組み内容について、現状と課題及び今後の方向性

を資産管理室に報告し、必要に応じて助言を受け、取り組みを着実に進める。  

 

② 資産管理室の取り組み 

「公共施設等の再生」に関する取り組みの情報共有の仕組みづくり  

・「公共施設等の再生」の取り組み内容について、庁内及び庁外へ情報共有する

仕組みを早期に構築する。 

事務フローの明確化  

・予算編成、予算執行、計画策定や見直し時及びその他平時において、  

各課が対応の漏れや遅れを生じない様にするため、タイムスケジュール及び 

必要となる手続き等について標準的な事務フローを作成し庁内で共有する。 

各施設所管課における取り組みの進捗管理、情報共有  

・各施設所管課における「公共施設等の再生」に関する取り組みについて、 

資産管理室で進捗を管理し、必要に応じて指導、助言を行う。  

・また、当該進捗について庁内及び庁外へ展開し、現状や課題及び今後の  

取り組みの方向性について共有を図る。 
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「公共施設等の再生」に関する研究  

・「公共施設等の再生」の取り組みに関する国の方針や他の地方自治体の取り

組み事例を研究し、庁内及び庁外へ展開・共有する。  

（研究内容の例） 

市民協働、官民連携（産学官連携を含む）、公共交通との連携及び広域連携  

などの庁外組織との連携による「公共施設等の再生」の可能性  

職員研修の定期的な開催  

・全庁的な取り組みである「公共施設等の再生」に関する本市の基本的な  

考え方や、それに基づく本計画の立ち位置、目的などについて庁内で共有する  

ため、定期的な職員研修を開催する。 

・その際、講義形式だけでなく、グループワークなどを交え、利用者である市民に  

とって何が本当に必要なのか、理想の姿と現状との差異はあるのか、差異がある 

としたら何をどうすればよいのか、など、各施設所管課が主体的に考え、行動する  

ための土台となるものとする。 

・また、研修の結果については庁内だけでなく市民にも共有する。  

市民との共有・共感のための取り組み 

・「公共施設等の再生」のための共有・共感の環境づくりの取り組みを主導して  

進める。 

・また、各施設所管課における同取り組みについて、必要な助言を行う。  

施設の改修に関する事項の総括  

・各施設の改修等に関する予算要求の際には、事前に資産管理室において  

各施設所管課と協議し、今後の施設のあり方を踏まえた上で、施設の劣化状況、  

改修の必要性、改修方法などを総合的に判断し、資産管理室が要求内容を  

総括する。 

（総括する内容例） 

・今後の施設のあり方を踏まえた要求理由  

・改修時期や方法について、再生計画との差異及びその要因  

・予算化された場合に今後の財政状況へ与える影響  

・改修による施設の利用制限など事業執行の際に生じる影響  

・考えられるその他の手法を選択した場合のコスト比較  など 

 


